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第一編 基本事項 

 総則 

第1条 （用語の定義） 

用  語 用 語 の 意 味 

本サービス 当社が本約款により提供するサービス 

電気通信設備 電気通信を行うための機械、器具、線路その他の設備 

申込 契約者からの、本サービス契約の締結を申し入れる意思表示 

申込書 申込のための当社所定の書面 

注文承諾 申込に対する当社からの受諾の意思表示（書面（電磁的記録を含む。以下同じ。）に

よる承諾又は本サービス提供日の通知若しくは本サービスの提供による黙示的表示

を含む） 

本サービス契約 本サービスの提供を目的とする個別の契約 

サービス取扱局 電気通信設備を設置し、それにより本サービスを提供する当社又は当社の指定する電

気通信事業者の事業所又はデータセンター 

サービス仕様書 本約款と別に本サービスの詳細な提供条件を記した書面 

サービス利用開始日 当社から契約者に対し本サービスの利用が可能になった旨通知した日、又は契約者が

本サービスのテスト目的以外で実際に本サービスの利用を開始した日のいずれか早

い方 

契約者 当社と本サービス契約を締結している者 

初期費用 契約者が支払うべき月額料金以外の費用（工事に関する費用を含むがこれに限られな

い） 

サービス料金 初期費用及び月額料金から構成される本サービス契約の契約金額の一切 

機密情報 書面、電子記録媒体（電子メールを含む）又は口頭で開示される、開示者又はその関

係会社の会社情報、バックアップデータ、価格リスト、システム情報、デザイン情報、

ベンダー情報、顧客情報、見積書内容、本サービスに関連し作成された報告書等ビジ

ネス上重要な情報で、受領者が本サービス契約の有効期間中に受領したもののうち、

機密情報である旨が明示されているもの及び当該情報が開示された状況下では機密

として扱われるのが妥当とされるべきもの 

契約者の設備 電気通信設備その他の本サービスに供するための設備（契約者の管理するものに限

る）  

役務提供事業者 日本国内外の電気通信事業者であって、その電気通信事業者が定める契約約款等に

基づき、当社が電気通信役務の提供を受けている者（当社が別に定めるものに限

る） 

収容局設備 サービス取扱局に設置される電気通信設備 

契約者回線 本サービス契約に基づいて当社が指定する収容局設備と契約の申込者が指定する場

所との間に、当社又は他の役務提供事業者が設置する電気通信回線 
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不可抗力 ストライキ、政府規制、戦争、内乱、テロ、ロックダウン等の非常事態、地震、台風、洪

水等の天災、疫病、伝染病、火災、ファイバーカット・ケーブルカット、停電、ネットワ

ークの電気障害、役務提供事業者の債務不履行、政府又は公的機関による法令・行為その

他の当社の制御できない事由 

支払期日 請求書に記載されたサービス料金の支払の期日 

消費税相当額 日本国消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）及び同法に関する法令の規定に基づき課税さ

れる消費税の額並びに地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）及び同法に関する法令の規定

に基づき課税される地方消費税の額 

なお、本約款で参照されている法令に変更又は改定があった場合には、当該変更及び改定を含んで参照されるもの

とします。 

 

 契約の成立及び期間 

第2条 （契約の構造及び単位） 

1. 本サービス契約は、①申込書、②サービス・レベル・アグリーメント（以下 SLA という）、③サービス仕様書、及

び④約款の各文書により構成され、この順に優先されます。但し、後順位の文書であっても更新された後は、別

段の定めがない限り、更新されたものが有効となります。疑義を避けるために付言すると、申込書において適用

する約款の版の記載があっても、当該約款が更新された場合は、別段の定めがない限り、当該更新されたものの

みが有効となります。なお、この他にサービス・ガイドが存在する場合は、かかるサービス・ガイドは契約者の

参照用として提供されます。 

2. 本サービス契約は、注文承諾が発された時に成立します。 

3. 複数の本サービスが申込書に記載されている場合、本サービスごとに本サービス契約がそれぞれ成立します。 

4. 契約者は、申込書を交付した後、当社から注文承諾が発せられ、又は注文承諾をしない旨の明示的通知があるま

で、申込みを撤回することができません。 

 

第3条 （最低利用期間） 

1. 申込書に別段の定めがある場合を除き、最低利用期間とは、サービス利用開始日から起算して 1 年間経過までを

指します。 

2. 本サービス契約成立後最低利用期間満了前に、当該サービス契約が解除された場合（第 9 条（契約者が解除した

場合に限る。）、第 10 条第 1 項、第 13 条各項によって解除された場合を含む）、当社が定める期日までに、契約者

にはその残余の期間に対応するサービス料金相当額を一括して支払っていただきます。この場合において、本サ

ービスが利用開始される前に解除があったときは、当該解除の日をサービス利用開始日と見做し、最低利用期間

の起算点とします。 

 

第4条 （更新） 

1. 本契約は、最低利用期間経過後１か月単位で自動更新されます。ただし、契約者又は当社が更新をしない旨を 1 か

月前までに書面により通知した場合は、自動更新はされません。 

2. 更新した期間の満了前に本サービス契約の解除があった場合（第 9 条、第 10 条第 1 項、第 13 条各項によって解

除された場合を含む）は、本約款に別段の定めがある場合を除き、契約者にはその残余の期間に対応するサービ

ス料金相当額を一括して支払っていただきます。 

 

 本サービスの受領 

第5条 （本サービスの受領） 

本サービスは、サービス利用開始日に契約者が受け入れたものと見做されます。但し、契約者が本サービス利用開

始日から５営業日以内に、当社に対して合理的理由と共に書面により異議を唱えたときはこの限りではありません。 

 

第6条 (知的財産権） 

当社の書面による明示的合意がない限り、本サービスの受領により、いかなる当社の知的財産権も譲渡又は設定さ

れたものと解することはできません。 

 

 契約者の義務 

第7条 （利用に係る契約者の義務） 

1. 契約者には、次のことを守っていただきます。 
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(1) 当社が本サービス契約に基づき契約者の宅内等管理範囲内に設置した電気通信設備その他の設備(以下「宅

内設備等」という。)を移動し、取りはずし、変更し、分解し、若しくは損壊し、又はその設備に線条その他

の導体を接続しないこと（天災、事変その他の非常事態に際して保護する必要があるとき又は契約者の設備

の接続若しくは保守のため必要があるときを除く） 

(2) 当社が業務の遂行上支障がないと認めた場合を除いて、宅内設備等に他の機械、付加物品等を取り付けない

こと 

(3) 宅内設備等を、善良な管理者の注意をもって管理すること 

(4) 以下のいずれの条件も充足すること 

イ) その役員等（役員、執行役員及び支店、営業所その他の事業所の代表者をいう。以下この項において同

じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定するものをい

う。以下同じ。）または暴力団員でなくなった日から 5 年を経過しない者（以下総称して「暴力団員等」

という。）でないこと 

ロ) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2 条第 2 号に規定するものいう。以下同

じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していないこと 

ハ) 役員等が暴力団、暴力団員等その他の反社会的勢力と、反復継続して利害関係を持ち、かつ反社会的勢

力に対して何らかの支援又は便益の提供を行い、又は求めている関係にないこと。 

ニ) 暴力団排除条例を含む関連法令を遵守すること 

(5) 詐欺的な行為等公序良俗に反し、他人の通信を妨害し又は他人の利益を害する態様で本サービスを利用しな

いこと 

(6) 自ら、又は第三者を通して、当社若しくは他人の電気通信設備その他の設備の利用若しくは運営に支障を与

える行為又はそのおそれのある行為を行わないこと 

(7) 故意による契約者回線を保留したままの放置その他の通信の伝送交換に妨害を与える行為を行わないこと 

(8) 前各号に準ずる義務（作為及び不作為を含む。）を履行すること 

 

2. 契約者が前項の規定に違反して当社の電気通信設備その他の設備を亡失し、又はき損したときは、当社は、契約

者に対し、当社が指定する期日までに、補充、修繕又は工事の実施を請求することができます。かかる請求は損

害賠償請求を妨げるものではありません。 

3. 当社が、契約者の行為が本条前各項に違反すると判断して、契約者に当該行為を中止するよう求めた場合、契約

者は当該行為を即刻中止しなければなりません。 

 

第8条 （協力義務） 

契約者は、本サービスの提供及びその準備（設備の設置を含む。）のために、当社に対して、必要な情報の提供、必

要な IT ツールへのアクセス権付与、現地への入場許可の付与及び許可証の交付など合理的な協力を無償でするものと

します。かかる協力がないためにサービス利用開始日が予定より 30 日以上遅れた場合、当社は、独自の判断により、

本サービス契約を解除するか、サービス利用開始日を設定して月額料金の請求を開始することができます。 

 

 本サービスの停止及び解除 

第9条 （本サービス契約の解除） 

契約者及び当社は、30日前までに相手方宛てに書面により通知して、本サービスを解除することができます。ただし、契約者

による解除であって本サービスが国内外の当社以外の事業者の役務を利用して構成されている場合には、当該役務を解除す

るために必要な日数を考慮して、前記通知期間が変更されるものとします。 

 

第10条 （利用停止・当社による本サービス契約の解除） 

1. 当社は、契約者による本サービス契約の重大な違反があった場合（下記(1)及び(2)を含むがそれらに限られな

い）、又は契約者が当社の本サービス提供業務の遂行若しくは当社の電気通信設備その他の設備に著しい支障を

及ぼし、若しくは及ぼすおそれがある場合（下記(3)を含むがそれらに限られない）は、本サービスの利用停止

又は本サービス契約の解除（本サービスの利用停止を経ずに行われる場合を含む。以下同じ。）をすることがで

きます。 

(1) サービス料金その他の債務について、支払期日を経過してもなお支払わないとき 

(2) 第 7 条の規定に違反したとき 

(3) 契約者回線に接続されている契約者の設備により本サービスの円滑な提供に支障が生じたものと当社が判断

したとき 

 

2. 前項に関わらず、当社は、契約者が次の各号の一つに該当するときは、本サービスの利用停止又は本サービス契

約の解除をすることができます。 

(1) 破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算手続開始その他の倒産手続の申立てがなさ

れたとき 
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(2) 手形交換所による不渡り処分を受けたとき又は自ら振り出した手形若しくは小切手の不渡りがあったとき 

(3) 銀行取引停止処分、保全処分、強制執行、公売処分、租税滞納処分その他これらに準ずる処分を受け、又は

競売の申立てを受けたとき 

(4) 営業内容等信用上重要な事項に関し、当社に対する説明に虚偽があったとき 

(5) 法令改正、当局による勧告、指示、命令その他の行為があったとき 

 

3. 前２項の規定による本サービスの利用停止又は本サービス契約の解除は、何ら催告又は事前通知を必要とせず、

直ちにできるものとします。本サービス契約の利用停止については、事後の通知もしないものとします。本サー

ビスの利用停止後、前２項各号その他の事情が解消されても、本サービスの提供の再開は、当社の判断によるも

のとします。 

4. 本条の規定による本サービスの利用停止又は本サービス契約の解除は、当社による損害賠償請求を妨げるもので

はありません。 

 

 本サービス提供の制限・中止 

第11条 （本サービス提供の制限・中止） 

1. 当社は、次の場合には、本サービスの制限又は中止をすることがあります。 

(1) 当社又は第三者による電気通信設備その他の設備の保守又は工事等やむを得ないとき。 

(2) 第 12 条に定める非常事態が発生したとき。 

(3) 当社又は契約者の電気通信設備その他の設備を不正アクセス行為、サイバー攻撃その他の不正な通信から防

御するために必要なとき。 
 

2. 当社は、前項の規定により本サービスの提供を制限又は中止するときは、あらかじめそのことを契約者に通知し

ます。但し、緊急の場合は、インターネット上に情報を公開するなどして前記通知に代えるものとします。 

 

第12条 （非常事態時の措置） 

当社は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがある場合で必要と認めたときは、災害の予防

若しくは救援、交通、通信若しくは電力の供給の確保又は秩序の維持のために必要な事項を内容とする通信及び公共

の利益のために緊急を要する事項を内容とする通信を優先的に取り扱うため、次に掲げる機関に設置されている契約

者回線（当社がそれらの機関との協議により定めたものに限る。）以外のものによる本サービスの提供を中止する措置

をとることがあります。 

 

機関名 

気象機関 

水防機関 

消防機関 

災害救助機関 

警察機関（海上保安機関を含みます。以下同じとします。） 

防衛機関 

輸送の確保に直接関係がある機関 

通信の確保に直接関係がある機関 

電力の供給の確保に直接関係がある機関 

ガスの供給の確保に直接関係がある機関 

水道の供給の確保に直接関係がある機関 

選挙管理機関 

新聞社、放送事業者及び通信社の機関 

預貯金業務を行う金融機関 

国又は地方公共団体の機関 

 

第13条 （不可抗力） 

1. 契約者及び当社は、不可抗力により、自らの債務の履行が妨げられ、又は遅延する場合、その継続中本サービス

契約から生じる責任（契約者のサービス料金支払義務及び当社の本サービス提供義務に限る。）から解放されます。 

2. 当社は、不可抗力が 90 日間を超えて続いた上で本サービスの継続的な提供が困難であると判断した場合は、契約

者に通知して、その本サービス契約を解除することができます。 

3. 契約者は、不可抗力が 90 日間を超えて続いた場合は、当社に通知して、本サービス契約（当該不可抗力によりサ

ービス料金支払義務を履行できず、又は遅延するものに限る。）を解除することができます。 
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 料金等 

第14条 （サービス料金） 

1. サービス料金は、申込書又は料金表（申込書以外の本サービス契約を構成する書面においてサービス料金を表示

した表をいう。）に定められます。 

2. 第 10 条に定める本サービスの利用停止は、契約期間（最低利用期間及び更新された期間を指します。）中のサー

ビス料金の発生を妨げるものではありません。 

3. 明示されていない限り、サービス料金には、消費税相当額及びその他の適用法令に基づく課税額を含めません。

サービス料金にこれらの税額を加算した額を、契約者の支払うべき額とします。 

4. 本サービスの提供のため第三者が必要で、かつ、当該第三者に関する調査が必要となった場合（当該第三者のネ

ットワーク構成を調査するにあたり有料となる場合を含む。）は、当該調査の費用は契約者が負担するものとしま

す。 

5. 契約者は、当社の過失が原因でない限り、本サービスが第三者によって不正に利用された場合（PBX ハッキング等

契約者の設備への不正アクセスを含む。）であっても、本サービスに関して発生した料金について支払う義務を負

います。 

6. 当社は、30 日前に書面で通知して、サービス料金を変更することができます。この場合において、契約者が異議

を述べたときは、当社及び契約者は両者誠実に協議して解決を図るものとします。 

7. 前各項にかかわらず、法令による料金変更の可能性があります。 

 

第15条 （延滞利息） 

サービス料金その他の債務（延滞利息を除く。）の支払が遅延した場合、契約者には延滞利息をお支払いいただきま

す。延滞利息は、支払期日の翌日から起算して支払の日の前日までの日数について、年 14.6％の割合で計算して得た

額とします。 

 

第16条 （支払） 

1. 契約者には、支払期日までにサービス料金をお支払いただきます。 

2. 当社は契約者に、郵送、E メール又は電子的フォームにより請求書を送付します。 

3. 請求書の送付から 30 日以内に契約者が詳細説明とともに異議を申し出ない場合、請求書は契約者によって異議な

く受領されたものと見做されます。 

4. 前項の異議申出があった場合でも、契約者は、異議のない部分のサービス料金は支払期日までに支払うものとし

ます。 

5. 契約者は、サービス料金の支払について、契約者が当社に対し別途債権を持つ場合であっても、相殺はできない

ものとします。 

6. 請求書の誤記、未送、誤送又は不達は、当社の有する請求債権そのものの消滅の理由となりません。 

 

第17条 （預託金等） 

1. 当社は、契約者のサービス料金支払義務の担保としての預託金又は前払金（以下「預託金等」という。）の支払い、

支払条件の変更等当社の債権保全のための合理的措置を要求することができるものとします。当社は、契約者の

当社に対する全債務（請求書送付前の本サービスの請求金額を含む。）の与信限度を設定することができるものと

します。 

2. サービス料金の未払いがあった場合、当社は、その選択により、受領済の預託金等を、なんら契約者への事前通

知を要せず、当該未払い債務に充当することができるものとします。 

3. 前項の充当後に契約者からの支払いがあった場合には、当社は契約者に通知することにより、当該支払いを追加

の預託金等として受領することができます。 

4. 前２項の充当ないし受領は、当社がサービス未払いによる本サービスの停止若しくは解除又は損害賠償請求をす

ることを妨げるものではありません。 

 

 保守  

第18条 （修理又は復旧の順位） 

当社は、当社の設置した電気通信設備が故障し、又は滅失した場合に、その全部を修理し、又は復旧することができ

ないときは、第 12 条の規定により優先的に取り扱われる通信を確保するため、次の順位に従ってその電気通信設備を

修理し、又は復旧します。この場合において、第１順位及び第２順位の電気通信設備は、同条の規定により当社がそれ

らの機関との協議により定めたものに限ります。 

 

順 位 修理又は復旧する電気通信設備 

１ 気象機関に設置されるもの 

水防機関に設置されるもの 
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消防機関に設置されるもの 

災害救助機関に設置されるもの 

警察機関に設置されるもの 

防衛機関に設置されるもの 

輸送の確保に直接関係がある機関に設置されるもの 

通信の確保に直接関係がある機関に設置されるもの 

電力の供給の確保に直接関係がある機関に設置されるもの 

２ ガスの供給の確保に直接関係がある機関に設置されるもの 

水道の供給の確保に直接関係がある機関に設置されるもの 

選挙管理機関に設置されるもの 

新聞社、放送事業者及び通信社の機関に設置されるもの 

預貯金業務を行う金融機関に設置されるもの 

国又は地方公共団体の機関に設置されるもの（第１順位となるものを除きます。） 

３ 第１順位及び第２順位に該当しないもの 

 

(注) 当社は、当社又はその他の役務提供事業者の設置した電気通信設備を修理又は復旧するときは、故障又は

滅失した契約者回線について、暫定的にその契約者回線を収容するサービス取扱局を変更することがあります。 

 

 損害賠償 

第19条 （責任の制限） 

1. 当社は、当社の責により当社の債務不履行又は不法行為があった場合、契約者への賠償金額は、当該サービスの

サービス料金として当該契約年度（契約成立日から 1 年ごとに区切った契約継続中の期間をいう。）に契約者から

実際に支払われた合計額を限度とします。 

2. 当社の故意又は重大な過失により本サービスの提供をしなかったときは、前項に定める賠償額の限度は適用され

ません。 

3. 当社はいかなる場合にも、直接的あるいは間接的であるかにかかわらず、逸失利益、収益の損失、ビジネス機会

の損失、信用または評判に関する損害、データの喪失、特別損害及び派生損害については、責任を負わないもの

とします。 

4. 契約者にとって SLA に定めるサービス・クレジットは、SLA 違反に対する唯一の補償となります。ひと月のサービ

スクレジットは当月の月額料金を限度とします。 

 

第20条 （免責） 

1. 当社は、本サービス契約に基づいて契約者回線又は契約者の設置、撤去、修理又は復旧等の工事をおこなう場合、

契約者に関する土地、建物その他の工作物等に損害を与えたとしても、それがやむを得ない理由によるものであ

るときは、その損害について責任を負いません。 

2. 当社は、本サービス契約の変更により契約者の設備の改造又は変更を要することとなる場合であっても、その改

造又は変更に要する費用については負担しません。契約者は、契約者による本サービスの利用又は誤用（契約者

が契約者以外の者に利用させる場合は、その契約者以外の者による本サービスの利用又は誤用を含む）の結果と

して生じうる、第三者からの請求並びに損失、責任及び弁護士費用を含む費用等の一切（以下「請求等」という。）

につき、次の手続きに従って当社を免責するものとします。かかる免責は、直接損害に限らないものとします。 

(1) 当社は、かかる請求等について速やかに契約者に通知する。 

(2) 契約者は、契約者の費用においてかかる請求等を処理する。 

(3) 当社は、かかる請求等について、契約者の防御に合理的な協力をする。 

 

  雑則 

第21条 （約款の変更） 

当社は、本約款を変更することがあります。この場合には、本サービス提供条件は、変更後の約款によります。 

 

第22条 （本サービス利用権の譲渡） 

1. 本サービス利用権（契約者が本サービス契約に基づいて、本サービスの提供を受ける権利をいう。）の第三者（譲

受人）への譲渡（契約者の有していた本サービスに関する一切の権利及び義務の承継をいう。）は、当社の書面に

よる承認を受けなければ、その効力を生じません。 

2. 前項の当社の承認を受けようとするときは、譲渡人及び譲受人が連署した書面、又は譲渡があったことを証明で

きる書類を当社に提出していただきます。 

 

第23条 （契約上の地位の承継） 
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1. 相続又は法人の合併若しくは分割により契約者の地位の承継があったときは、承継人（相続人、合併後存続する

法人、合併若しくは分割により設立された法人又は分割により事業を承継する法人であって本サービス利用権を

承継する者をいう。）は、これを証明する書類を添えて、当社に届け出ていただきます。 

2. 前項の場合に、承継人が２人以上あるときは、そのうちの１人を当社に対する代表者と定め、これを届け出てい

ただきます。これを変更したときも同様とします。但し、当社は、この規定による代表者の届出があるまでの

間、承継人のうちの 1 人を代表者として取り扱うことができます。 

3. 当社から当社関連会社へ契約上の地位の承継がなされるときは、公告又は当社から契約者への通知がなされま

す。 

 

第24条 （再委託） 

当社は本サービスの全部または一部を再委託する場合があります。 

 

第25条 （個人情報の取扱） 

当社は、本サービスの提供にあたり、当社が取得する個人情報の取扱いについては、関係法令及びプライバシーポ

リシー等の当社規程を遵守します。 

 

第26条 （秘密保持） 

1. 契約者及び当社は、相手方から機密情報を受領した場合（以下、機密情報を受領した側の当事者を「受領者」と

いう。）、善良なる管理者の注意義務を以って当該機密情報を管理し、無許可、不注意による機密情報の開示をし

ないものとします。 

2. 受領者は、本サービスを利用するために必要な範囲でのみ、機密情報を利用又は複製できるものとし、機密情報

を開示した当事者（以下「開示者」という）の書面の承諾がある場合を除き、第三者に機密情報を開示しないも

のとします。 

3. 受領者は、本サービスを利用するために、当該機密情報の開示が必要である自己（関係会社を含む）の役員、従

業員、代理人、弁護士、会計士、コンサルタント（総称して以下「従業者等」という。）にのみ開示することがで

きます。但し、受領者は従業者等に対し本条に定めるのと同等の機密保持義務を遵守させ、当該従業者等の機密

保持義務について責任を負います。 

4. 当社は、本サービスの提供に伴い取り扱う通信の秘密を電気通信事業法第 4 条に基づき保護し、本サービスの円

滑な提供を確保するために必要な範囲でのみ使用又は保存します。 

5. 契約者及び当社は、裁判所、警察、行政機関、監督官庁その他の公的機関（証券取引機関を含む。）から、法令に

基づいて、機密情報の開示を求められた場合は、開示を求められた部分に限り、相手方の承諾なく開示できるも

のとします。 

6. 本条の機密保持義務は、サービス契約終了後、５年間存続するものとします。 

 

第27条 （氏名等の変更） 

1. 契約者は、その名称又は住所若しくは請求書の送付先に変更があった場合は、そのことを速やかに当社に届け出

ていただきます。契約者には、その届出のあった事実を証明する書類を提示していただくことがあります。 

2. 当社は、前項の届出がなかったときでも、別に契約者の名称又は住所若しくは請求書の送付先の変更があるもの

と信ずる合理的な理由がある場合には、当該届出があったものと見做すことができます。 

 

第28条 （管轄及び準拠法） 

本サービス契約は、日本法に準拠し、本サービス契約又は本サービスに関する係争については東京地方裁判所を専

属的合意裁判管轄とします。 

 

第29条 （オンライン） 

1. 本条において、「Colt オンライン」とは、セルフサービス方式の本サービスの契約管理サイトをいいます。本条は、

当社が契約者に Colt オンラインへのアクセス権を付与した場合にのみ有効となります。 

2. 当社は、契約者に Colt オンラインへのログインアカウントを配布し、Colt オンラインでサービスを管理する機

能を提供し、又は、サブアカウントを作成する機能を提供することがあります。 

3. 契約者は、ログインした後の Colt オンライン上で行われた全ての行為に責任を負います。 

4. 契約者は、Colt オンラインのアカウントやパスワードの機密性を維持し、アクセスを制限する責任があります。

当社は自らの裁量で Coltオンラインの利用を拒否し、アカウントを停止し、又は契約者が作成したコンテンツを

削除し、若しくは編集する権利を有します。 

5. 契約者は以下を理解し、順守するものとします。 

(1) 当社から付与されたライセンス（Colt オンラインを利用する権利をいいます。）は、本約款の条件に従うこと 

(2) 本約款で明示的に許可された目的以外で API（Colt オンラインへのアクセスのためのアプリケーション・プ

ログラム・インタフェースを指します。）をダウンロード、接続、取得、提供又は使用しようとしないこと 
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(3) 本約款に記載の権利および適用法に基づいて提供される権利を除き、契約者は API を構成するソースコード

やオブジェクトコードを変更、翻訳、適応、リバースエンジニアリング、逆コンパイル、逆アセンブルする

権利を持たないこと 

(4) 既存の状態または後ほど変更される API の権利や所有権が本約款に従って契約者に譲渡されないこと。また、

契約者は、知的財産権（著作権、隣接権、コンピュータープログラムや特許、API、拡張、適応、開発、変更

の権利などを含むがそれに限定されない）を主張しないこと 

(5) API は、変更または廃止されることがあること 

(6) 前号の変更または廃止があったとき、その後少なくとも１２ヶ月間は、API の以前のバージョンに対応する

など当該変更または廃止による損失を生じさせず、または軽減させるための合理的な努力を払うこと。 

6. 契約者が当社より API（アプリケーション・プログラム・インタフェース）の提供を受けたときは、契約者は、当

社と法的拘束力を持った”Colt API Terms & Conditions”を締結したものと見做されます。 

 

 

 

附則 

附則 1 

（実施期日） 

本約款は、2023 年 1 月 27日から実施します。 

（対象サービス） 

本約款は、データセンターサービス及び音声サービスを除く、当社のすべての電気通信役務及び IT サービスに適用さ

れます。 

 


